
令和３年１１月２９日（月） 

於・フクラシア東京ステーション Room Ｋ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水産政策審議会資源管理分科会 

第９回くろまぐろ部会 

議事録 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

－1－ 

水産政策審議会資源管理分科会 

第９回くろまぐろ部会 

議 事 次 第 

 

 

日時：令和３年１１月２９日（月）      

１０：００～１１：４１      

場所：フクラシア東京ステーション Room Ｋ 

 

 

１ 開会 

 

２ 議事 

 （１）令和４管理年度以降のくろまぐろの漁獲可能量の配分の考え方について 

 （２）その他 

 

３ 閉会 
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午前１０時００分 開会 

○資源管理推進室長 予定の時刻となりましたので、ただいまから水産政策審議会資源管

理分科会第９回くろまぐろ部会を開催いたします。 

 私、本日の事務局を務めます資源管理推進室長の魚谷と申します。よろしくお願いいた

します。 

 本日は、新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえてウェブ形式での御出席を推奨させ

ていただいたところです。ウェブ会議で御出席の委員の皆様におかれましては、Ｗｅｂｅ

ｘのマイク機能をオンにして御発言ください。それ以外のときはミュートの状態にしてく

ださるようお願いいたします。 

 また、音声が途切れることがあるかもしれませんので、その場合は画面の左側にあるチ

ャット機能などで事務局にお知らせください。 

 それでは、委員の出席状況について御報告いたします。 

 水産政策審議会令第８条第３項で準用する同条第１項の規定により、部会の定足数は過

半数とされております。本日は、くろまぐろ部会委員７名中７名の方が出席されており、

定足数を満たしておりますので、本日の部会は成立いたしておりますことを御報告いたし

ます。 

 次に、配付資料の確認をさせていただきます。 

 お手元の封筒の中の資料でございますが、まず、議事次第がございます。その後ろに資

料一覧がございます。この資料一覧にありますように、資料１として委員名簿、資料２－

１から資料２－４まで配分の考え方についての資料が４つ、資料３として「大中型まき網

漁業から他管理区分への融通等の経緯」という資料、配付資料は以上でございます。 

 もし資料に不備等がございましたら、事務局にお申し出いただければと思います。 

 報道関係のカメラ撮りはここまでとさせていただきますので、撮影の方はよろしくお願

いいたします。 

 それでは田中部会長、議事進行をよろしくお願いいたします。 

○田中部会長 それでは、議事に入りたいと思います。 

 議題１、「令和４管理年度以降のくろまぐろの漁獲可能量の配分の考え方について」で

すが、本日は、前回の議論を受けた配分の考え方の修正案について議論していくことにな

ります。前回の議論の結果や方向性を確認した上で考え方の修正案について議論し、取り

まとめを行いたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 
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 それでは、まず事務局から資料の説明をお願いします。 

○資源管理推進室長 資源管理推進室長でございます。 

 資料２－１を御覧ください。 

 こちら前回、第８回くろまぐろ部会で御確認いただいた検討の方向性に従って、我々、

事務局の方で考えた令和４管理年度以降の漁獲可能量の配分の考え方ということで、現行

の配分の考え方を修正する形で、新旧対照表の形で、お示ししているものでございます。 

 資料２－２が、この修正を反映した形の案となりまして、資料２－３、２－４について

は、前回も、現行の「考え方」をこういう一覧表の形式で、ポイントとなる基本的な部分

を抜き出してございますけれども、こちらも同様に、資料２－３が変更を反映したもの、

資料２－４は変更部分を赤字でお示ししたものでございます。 

 御説明は、資料２－１の新旧対照表に沿って行いたいと思いますので、資料２－１を御

覧いただければと思います。 

 右側に改正前、現行の配分の考え方がございまして、左側が改正後のものです。 

 まず１ページ、背景でございますけれども、１ページの 後の部分から２ページの上の

方まで赤字で追記している部分でございます。こちらは現行の「第５管理期間以降のくろ

まぐろの漁獲可能量の配分の考え方について」を取りまとめたとき以降の経緯について、

簡単に述べているところでございまして、中身に直接関わるものではございません。 

 続きまして、２ページの表です。こちらも、前回の、現行の「考え方」の取りまとめ以

降の部会の開催日時、概要について追加したものでございます。 

 続きまして、３．参考人の意見に対する委員の審議・評価ということで、これは現行の

「考え方」を取りまとめた際の、参考人の意見に関する審議・評価について書いている部

分でございまして、こちらについては、基本的には修正はございません。 

 ４ページに行っていただいて、４．です。第４管理期間までの配分の考え方あるいはそ

の時点の状況ということですので、こちらについても変更はございません。 

 ５．を新設しておりますけれども、こちらは今回、考え方の見直すを行うに当たっての

経緯、背景について、冒頭の部分より若干詳しく書いているものでございまして、背景と

しては、ＷＣＰＦＣの北小委員会で大型魚の漁獲枠の15％増が合意されたということで、

その増枠等の措置がＷＣＰＦＣ年次会合で正式に採択される可能性があるということで、

今回、この見直しを始めたということでございます。 

 ＷＣＰＦＣの措置の内容については、５ページの一番上に①から④まで書いてあるとお
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りでございまして、大型魚の漁獲枠15％増、未利用分の繰越率の上限を17％とする特例措

置を３年延長するということ、小型魚の漁獲枠の大型魚への振替については継続的な措置

をしますということ、あと、この振替に関して、今後３年間については、小型魚の漁獲枠

の10％を上限として1.47倍を乗じて振り替えることを可能とするということでございます。 

 これらが実現することを想定した上で、新しく番号を変えていますが、５ページの「６．

令和４管理年度以降の配分の基本的考え方」ということで、こちらが今回、実質的に変更

する内容、メインの部分となります。 

 冒頭、時点修正等しておりますけれども、配分の基本的な考え方については一番 初の

部分に書かれているとおり、ここは変更しないということで、経営の依存度を反映するも

のとして、まず過去のクロマグロの実績を基本とする。それに加えて、混獲回避のための

負担の軽減、資源評価に用いるデータ収集の必要性といった要素を加味して行うという考

え方でございます。 

 まず、（１）大臣管理区分及び都道府県への配分の実績基準年と書いてございます。こ

ちら、文言を微修正しておりますのは、現行の「考え方」については、旧ＴＡＣ法のとき

に取りまとめたものでございますので、用語というか、その修正をしております。ここ以

外にもそういった形での修正がございます。基本的なところ、黒字で書いてある部分につ

いては、これも変更はございません。 

 （１）の下の部分、赤字で追加しております。 

 こちら大型魚について、令和３管理年度までの配分数量でございますが、基本、大型魚

については、ＷＣＰＦＣの基準年─2002年から2004年の平均漁獲実績が基本となるわけ

ですけれども、令和３管理年度までの配分数量、かつお・まぐろ漁業及びかじき等流し網

漁業等、これらの大臣管理区分については、この基準年の平均漁獲実績をかなり下回った

配分になっているということでございます。 

 こちら、前回確認いただいた検討の方向性としては、この下回っている管理区分がある

ことに留意する、となっておりましたけれども、こちらについては、ほかの区分あるいは

都道府県と同様に、この基準年の平均漁獲実績の数量以上の配分とする。要は、現状で基

準の数値からかなり割り込んで、より大きな我慢をしていただいている漁業に対して、ほ

かとの並びということで、基準年平均実績まで戻すというか、回復させるというところ、

今回、大型魚の増枠の可能性がある中で、この機会に、こういう状況を是正しようという

ことで、かつお・まぐろ漁業、かじき等流し網漁業等の管理区分に対する配分について、
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基準年の平均実績以上ということで、配分を増やすという考え方をお示ししているもので

ございます。 

 続きまして（２）は、先ほど申し上げたように文言の修正でございます。 

 続きまして６ページに移っていただいて、（３）留保の取扱いでございます。 

 現在、国の留保ですけれども、国として追加配分等を行った後に 後まで保持する留保

の量は、これまで、小型魚については250トン、大型魚については50トン、これを残すと

いう形で運用をしてきているところでございます。 

 こちらについても前回、第８回の部会で検討の方向性を御確認いただきましたけれども、

超過のリスクについては、実際、大きな超過は起きていないということで、まず、国全体

の超過リスクについては減っていることを考慮するということがございます。一方で、大

型魚については、今年から遊漁による採捕を管理するということで、採捕数量の報告義務

あるいは途中から小型魚、大型魚ともに採捕禁止という措置を、広域漁業調整委員会指示

で行っているところでございますけれども、大型魚については、遊漁による採捕を、この

留保の中で一定程度考慮する必要があるということでございまして、そういった状況に鑑

みまして、当分の間、国で 後まで保持する留保の数量については、 後の部分にござい

ますが、当面の間は小型魚、大型魚ともに100トン程度とするという考え方でございます。 

 したがいまして、小型魚の留保については、250トンを100トンまで150トン分減らしま

すということでございますし、大型魚については、50トンから100トンに50トン増やすと

いう考え方でございます。 

 続きまして、（４）留保等の配分において配慮すべき事項でございます。 

 ７ページに移っていただいて、上のパラグラフの 後の方に赤字で修正しております。

こちらも前回の部会で御確認いただいた検討の方向性の中に、小型魚から大型魚に漁獲枠

を振り替える場合に、小型魚の枠の10％を上限として1.47倍という係数を掛けて振り替え

できるということで、このメリットを享受する観点から、我が国全体の振替量400トン以

上を目指すということでございます。 

 こちらは前回の部会で谷委員から、小型魚から大型魚へのシフトについて検討したいと

いうコメントを頂いております。水産庁としてある程度の規模感というか、そういうもの

を、念頭に置いているものはありますけれども、何トンまで振り替えできるという具体的

な数字を固めるところにまでは至っていないということで、「400トン以上を目指す」と

いう表現で置いております。 
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 その下、段落が変わりまして、国の留保として保持する数量の削減の結果、生じる小型

魚の数量、先ほど国で保持する留保の数量250トンを100トンまで減らすというお話をしま

したけれども、この留保の削減等の結果、生じる小型魚の数量については、沿岸漁業等に

対する配慮を行うということで、沿岸漁業の方に出てくる小型魚の数字については、これ

を配分する考え方をお示ししているものでございます。 

 続きまして大型魚についてですけれども、こちらは 初の部分、現行の考え方では第４

管理期間から開始された直後というところで表現が入っているんですけれども、もうその

ときから２～３年経っているということで、ここの書きぶりについては簡素化して、大型

魚の漁獲状況を考慮して、引き続き都道府県への上乗せという考え方については維持をす

るということでございます。 

 更に７ページの一番 後、赤で追加しております。小型魚から大型魚に漁獲可能量を振

り替えた管理区分については、一定の数量を当初に上乗せ配分するということで、こちら

小型魚から大型魚への振替、この1.47倍のメリットを享受するということで、これに御対

応いただいたところには一定の配慮が必要だろうということで、一定の数量を当初に上乗

せ配分することを規定させていただいております。 

 続きまして、８ページでございます。 

 資源評価に用いるデータの収集への配慮ということで、こちらは資源評価に用いる漁獲

データ、使われているものとして一部地域のはえ縄漁業、近海まぐろはえ縄漁業というも

のがあるわけでございます。こちらについてデータの精度を担保するための数量というこ

とで、これまで留保から当初へ上乗せ配分、あるいは繰越分等を用いた追加配分を行って

きているわけでございますけれども、こちら改正案を見ていただければと思いますけれど

も、上のア、イの下に赤字で「このため、（１）では手当てされないアに対して、データ

の精度を担保するための数量を留保から当初に上乗せ配分する」と書いてございます。 

 （１）では手当てされないア、つまり一部地域のひき縄漁業ということで、今回この上

乗せ配分の対象からイのかつお・まぐろ漁業を除外している形でございます。「（１）で

は手当てされない」と書いてございますのは、（１）で、先ほどかつお・まぐろ漁業につ

いては、現行でＷＣＰＦＣの基準年の平均漁獲実績をかなり下回った配分になっていて、

それを今回、増枠の機会を捉えてそこまで回復させるという考え方を御説明いたしました。

この（１）で、そういうことで基準年の平均漁獲実績までかつお・まぐろ漁業の配分を回

復させれば、ここで言うような、ここに「ある程度の自由な操業の確保」とございますけ
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れども、データ収集の観点から十分な枠になるであろうということで、こちらこの上乗せ

の配分の対象から、かつお・まぐろ漁業については除外するという考え方でございます。 

 その下、「なお、」以下で「それでもなお資源の増大等により配分した数量では不十分

な場合は、必要な数量を留保から上記ア又はイの漁業に対して追加配分することができる

こととする」とございます。ですので、それでもなお不十分な場合の追加配分の対象には

ア、イともに入ってございますので、かつお・まぐろ漁業については除外しないというこ

とでございますけれども、ここの規定は飽くまでも追加配分することが「できる」であり

まして、先ほどの「上乗せ配分する」とは違うということでございます。 

 実際やるかどうかということですけれども、基本的に、2002年－2004年、基準年の平均

実績まで配分数量を増やして、かつ来年１月１日からはかつお・まぐろ漁業、近海まぐろ

はえ縄についてはＩＱ漁獲割当による管理を行うことといたしておりますので、この不十

分な状況、要は、途中で枠がいっぱいになって漁獲が止まって漁獲データの収集に支障が

生じる状況は考えにくいと考えております。ですので、この点については「追加配分する

ことができる」という規定の対象に含めてはおりますけれども、実際に配分する可能性は

低いんだろうという考え方でございます。 

 続きましてその下、現行の考え方については、第４管理期間の留保の追加配分の特殊事

情ということで、微小割当ての都道府県に対しては、当時は一律５トン配分した。それに

ついて、第４管理期間は、過去３年実績が少なくて留保の配分が可能であったため追加配

分をしたけれども、それ以降はそういったことに考慮して配分する必要があると書いてご

ざいますが、この点については当時の特殊事情ということで、これについては削ることに

しております。 

 新しい７．管理において実施すべき事項ということで、現行の考え方においては、これ

を取りまとめた時点においては漁獲枠の融通の仕組み自体がまだなかったということで、

右側を見ていただくと、８ページから９ページにかけて、「都道府県や漁業種類の間で漁

獲枠を融通するルールを作るべきである」と書かれておりますけれども、既にこのルール、

仕組みについては作成されて、実際運用されてきているということで、書きぶりを改めま

して、この漁獲可能量の有効活用ということで積極的に配分の融通を行うこととして、

「国はその仲介に努める」という書き方に変えております。 

 以上、変更部分をパーツごとに御説明してきました。パーツごとの御説明でしたので全

体的な姿のイメージがちょっとつきにくい説明だったと思います。そこで、改めて全体に
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ついてどうなるかというお話をさせていただきますと、まず、大型魚については、15％国

の枠が増枠されるということでございます。あと、振替によるプラスαもございます。 

 そういう中で、全ての大臣管理区分あるいは沿岸漁業、都道府県の方ですね、いずれも

配分としては増やすということでございますけれども、ただ、その増え方というか、増や

し方ですね、こちらについては基準年実績との関係、あるいは振替に対応したところにつ

いての配慮がございますので、その増え方あるいは増やし方については一定の差というか、

濃い、薄いは付けることになるということでございます。一方で、遊漁との関係で留保枠

も増やすということでございます。 

 小型魚については、今回、国の増枠、全体の増枠はございません。一方で、大型魚への

振替ということで減る要素がございます。そういう中で、留保を減らすといった対応によ

って出てくる数字について、都道府県向けの配分を増やすという形での枠組み、そういっ

た全体像ということで御理解いただければと思います。 

 本日、この部会で、この新たな考え方を資源管理分科会に報告することについて御了承

いただければ、実際に小型魚から大型魚への振替の分、どこまでいけるのかというところ

が固まれば、ＷＣＰＦＣでの増枠等が決定される場合に備えて具体的な配分の数字を急ぎ

固めることとしたいと考えているところでございます。 

 なお、この改正案、軽微な字句の変更等については、部会長の御了解を頂いた上で修正

させていただきたいと考えておりますので、その点も御了承いただければと思います。 

 この改正案についての御説明は以上でございまして、先ほど申し上げたように資料２－

２についてはこの改正を反映させた案、資料２－３、２－４につきましてはそのポイント

となるところを表形式でお示ししたもの。反映後のものと変更箇所が分かるような形での

お示しとなりますので、後ほどお目通しいただければと思います。 

 続きまして、資料３の御説明をさせていただきます。 

 こちらは前回、谷委員から、大中型まき網漁業の配分に関するこれまでの経緯が分かる

ような資料を、次回、出してほしいという御要望がございました。これを受けまして、事

務局の方で取りまとめさせていただきました。 

 まず、小型魚の配分の経緯でございますけれども、この図にございますように、ＷＣＰ

ＦＣ基準年の平均漁獲実績4,545トン、ここから半減というところがベースになるわけで

すけれども、半減したところが2,272トンですが、そこから更に272トン減らしていただい

て、これはほかの配分の原資となっているということでございます。この272トンを引い
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た2,000トンから、留保の方に250トンを、まず、拠出いただいております。この250トン

は国の留保の原資になっているということで、令和２年度では、この漁期末時点で大型魚

の方が超過リスクがあるということで、大型魚の留保に、この250トン、小型魚の留保の

一部を振り替えまして、結果として大型魚の繰越しが増える効果もございましたし、先ほ

ど御説明しましたように、今回の新たな考え方では、この小型魚の留保を減らして、その

分、都道府県への配分を増やすという形になるということで、その原資にもなることにつ

いて言及しておきたいと思います。 

 この250トンを国の留保に拠出いただいて、更にこちらについては大型魚への振替とい

うことで、同じく250トンということで、現在の基礎配分としては1,500トンとなってござ

います。 

 続きまして、大型魚でございますけれども、こちらＷＣＰＦＣ基準年、2002年から2004

年の平均漁獲実績が3,098トンでございますが、そこから2015－2016年実績により算出さ

れた配分量3,393トンから、こちらも留保に295トンあるいは285トン出していただいてい

る部分を、混獲なりデータ収集等への配慮のための原資にしているということでございま

す。一方で、小型魚から250トン振り替えている状況がございますので、その結果として

3,063トンが現在の基礎配分になっているということでございます。 

 続きまして裏面でございますけれども、融通への対応でございます。 

 第５管理期間、第６管理期間、令和３管理年度と、ここに書いてありますように大型魚、

小型魚、都道府県との交換ということで対応してきていただいております。交換であれば

双方にメリットがある形となりますけれども、第６管理期間の昨年度、こちらについては

12月に、漁期末ではございますけれども、小型魚の158.9トンを北海道ほか８府県に譲渡

という対応もしていただいているところでございます。 

 資料３についての御説明は以上でございます。 

 私からの説明は、以上とさせていただきます。 

○田中部会長 ありがとうございました。 

 ただいまの事務局からの説明について、御質問、御意見等ございましたら承ります。 

○堀内委員 丁寧な説明、ありがとうございました。 

 私からは、資料２－１の５ページの（１）、赤字で書いている大型魚について、「平均

漁獲実績よりも少ないかつお・まぐろ漁業及びかじき等流し網漁業等については、令和４

管理年度以降はＷＣＰＦＣの基準年（2002－04年）の平均漁獲実績の数量以上の配分とす
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る」とあります。これ私、どこを探してもこの基準年の平均の752トンが出てこないんで

すよ。この数字はどこから出てきたんでしょうか。 

○資源管理推進室長 資料２－２を御覧いただければと思いますけれども、こちら反映後

の新たな考え方についての案でございます。 

 その７ページを御覧いただければと思います。 

 こちらは今回の見直し改正の中では変更していないところでございますけれども、②大

型魚の配分量ということで表を載せてございます。一番左の欄に漁業種類がございまして、

２つ目の欄に2002年から2004年の大型魚の平均漁獲量がございますが、「大中型まき網漁

業」の下に「近海かつお・まぐろ漁業等」ということで、こちら遠洋かつお・まぐろある

いはかじき等流し網も含めた数字でございますけれども、これが752トンということでご

ざいます。 

○堀内委員 私の手元にデータがあるんですけれども、このデータの中に近かつのトン数、

明示されていないんですよ。はえ縄全体とか竿釣りとか、確かに数量は出ていますよ。出

ているんですけれども、近かつに対する752トンが明確化されていない。これを示してい

ただきたい。 

○田中部会長 数値の根拠がどこにあるかということですね。統計として明示されていな

いので一般の人が把握できない、確認できないので、まずは確認できる形にしてほしいと

いうことだと思うんですけれども。 

○資源管理推進室長 漁獲実績は、先ほど「遠洋」と「近海」と「かじき」とを、トータ

ルで752トンという御説明をいたしました。その内訳としては、水研センターがＷＣＰＦ

Ｃに報告した数量の内訳ということで、遠洋かつお・まぐろが76トン、近海かつお・まぐ

ろが664トンで、このかつお・まぐろ関係は740トン、かじき等流し網漁業が12トンという

ことで、740トンと12トンを足して752トンとなっております。 

 この実績については、繰り返しになりますけれども、水研センター─現在は水研機構

ですね─がＷＣＰＦＣに報告した数量の内訳でございます。 

○田中部会長 それは一般の人も分かるんでしょうかというのが、多分。 

○堀内委員 そういうデータがあるのであれば、今回の資料にきちんと明示していただか

ないと、私たちくろまぐろ部会で審議したものが今度は資源管理部会に上がるわけですよ。

そのとき、我々くろまぐろ部会の委員は何をチェックしているんだ、何を根拠にこの近か

つの752トンが出るんだと。水研センターのデータがあるのであれば、それはデータをき
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ちんと明示していただきたい。 

○田中部会長 これは、そうですね。ちゃんと水研センターのデータを添付した方がいい

と思いますね。その方が余計な誤解を招かないし。よろしいですか。 

○資源管理推進室長 現行の考え方でも、今、申し上げた数字ということで752トンとい

う数字が入っているということで、改めてその内訳等、今回はお示ししていませんけれど

も、分科会に報告する際には、それがしっかり分かるような形でお示しできるように準備

したいと思います。 

○田中部会長 堀内委員、よろしいですか。 

○堀内委員 まだあるんですけれども、資料２－１の５ページ、今のと同じ案件なんです

けれども、一番 後に「平均漁獲実績の数量以上の配分とするものとする」とあります。

この解釈だと何トンまでも、1,000トン、2,000トンまでも増やせますよね。これも数量以

上の配分という曖昧な書き方ではなくて、きちんと数字で出していただきたい。 

 なぜかというと、近かつに対しては 初160トンの割当で、データ取りのために200トン

を追加すると。それはきちんとした数量が出たんですよ。それで我々も承認して通しまし

た。次の年、また沿岸漁業と近かつに配分すると。近かつに関してはデータ取りのためと

なっていて、そのときは数量が明示されていなかったんですよ。それで現在、近かつの数

量でいくともう560トンまで増えています。これは水産庁が数量をきちんと明示しなかっ

たから560トンまで増えている。私、この数字を見て驚きましたよ。どうやってくろまぐ

ろ部会から資源管理分科会の委員の皆さんに説明できるんですか、これ。 

○資源管理推進室長 かつお・まぐろ漁業に対するデータ収集のための上乗せ配分あるい

は追加配分、これまでもやってきているわけですけれども、それについては現行の考え方

に基づいてはおりますけれども、当初配分をする際、その200トンを上乗せします、ある

いは追加配分する際、未利用分からの繰越しがどれぐらいになりそうなのでということで、

ほかの沿岸漁業等に対する追加配分も含めて、こういう数字でやらせていただきたいとい

うことで諮問しまして、御了承いただいた上でそれに基づいて追加してきているところで

ございます。 

○堀内委員 そうなのであれば、データ取りで出してきた400トン、これを１回ゼロにす

る必要があるのではないでしょうか。 

○資源管理推進室長 ですので、今回この2002年から2004年、基準年の平均漁獲実績まで、

「以上」と書いてございますけれども、先ほど堀内委員が言われたように1,000トン、
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2,000トンというようなところは、もちろん考えておりません。ほかとの並びをしっかり

と、そもそも小型魚から大型魚への振替が何トンぐらいまでいけるのかを含めて、それは

全体のバランスを見て、少なくとも平均漁獲実績レベルまでは回復できるだろうという見

込みの下にこう書いてございますけれども、それは、そこを突き抜けてどんどん、ほかと

の並びを無視して増やすという考え方はございません。 

 一方で、基準年レベルを超えるぐらいまで配分した場合には、当初の上乗せ配分あるい

は追加配分については更に必要ということにはならないだろうということで、新たな考え

方でいきますと、８ページで御説明しましたとおり上乗せ配分については基本はやりませ

んということで、対象から除外していますし、追加配分することができるという規定につ

いては残しておりますけれども、当初配分を基準年レベルまで増やして、更にＩＱ管理を

すれば、更にこういう追加配分が必要となる状況は生じないだろうと我々としては考えて

いるところでございます。 

○堀内委員 そういう、何でしょう、意見を聞いて、資料２－４ですね。「留保等の配

分」の下の赤字を消していますよね。「データの精度を担保するための数量を留保から当

初に上乗せ配分」これを消しているということは、もうデータを取らないということです

よね。 

○資源管理推進室長 データを取らないというか、今までも、近海まぐろはえ縄漁業の、

通常の漁獲成績報告書等で出てくる漁獲データを用いて大型魚のＣＰＵＥ等の計算に使っ

て、それが資源評価に用いられるということでございます。 

 これまで上乗せ配分、追加配分していた理由は、枠が少なくて急激に積み上がると、そ

こで採捕停止と言って、漁獲が止まって、期間的あるいは海域的な漁獲データが集まらな

い部分が生じるということで、その、漁獲が止まらないようにということで追加配分なり

上乗せ配分という形で対応してきたものです。ですので今回、その基準年レベルまで当初

配分を増枠させれば、その場合には漁獲が止まらずに、漁獲成績報告書という資源評価に

用いる漁獲データ、通常の漁獲データは、引き続き、これは報告義務がありますので、そ

ういった形で集められる、しかも期間的、海域的な欠落が生じることなく集められるだろ

うということでございまして、データを集めなくなるわけではございません。通常の操業

の中で上がってくるデータを用いて資源評価が行われる、そういう趣旨でございます。 

○堀内委員 これは近かつ、我々、留保というのは水産庁の留保ではないんですよ。我々

日本中の漁業者のマグロの数量を水産庁に預けているんですよ。我々のものなんですよ。
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それを前回200トン、データのためといって協力しました。それは、ＷＣＰＦＣで戦って

いただくためのデータだと思って私どもは賛成したんです。その結果、１か月で全部獲り

切ったではないですか。それで次の年度のとき、私の方から貴重な留保をデータ取りのた

めに近かつに配分したのに、全然データが上がってこないし１か月で獲り切っている。そ

ういう団体には我々漁業者の貴重な留保は渡せないと私は言いましたよ。 

 私の発言に対して、きちんとした回答を水産庁から私は聞いていないです。それをしな

いでまた200トン増枠していますよね。だから私は、そういう矛盾点があるのは駄目だと

言っているんです。きちんと筋が通っていないと、これは日本中の漁業者、大臣許可、沿

岸、あとは釣り団体、みんな見ていますよ。私、このくろまぐろ部会でこんな簡単に「は

い、分かりました」と承認できないです。我々委員は、この場に「異議なし」を言うため

に来ているのではないんですよ。 

 私も沿岸ですけれども、大中のまき網さんの苦労もきちんと承知しております。皆さん

の、漁業者の留保をもう誰が見ても、資源管理の委員の皆さん以外、一般の方が見ても分

かるような資料にしていただかないと、水産庁の政策はおかしいのではないかと言われる

と思います。 

 私がなぜ近かつの数量を言うかというと、座長、これ今の資料にはないんですが、関連

性がある質問は大丈夫でしょうか。 

○田中部会長 どうぞ。 

○堀内委員 今、「近かつ」という文言から「かつお・まぐろ漁業」に変わりました。前

の参考人の方が、まぐろはえ縄なんですけれども、19トン。私の記憶では近かつが枠を分

けてくれない、船も新しくしたのに近かつの方から枠を分けていただけないと。これ、か

つお・まぐろ漁業になっても近かつのシェアが97％ではないですか。何でこれ変える必要

があるんですか。 

 それに関連して、今、この前、参考人で出ていただいた方のグループ、これはっきり言

いますけれども、キントラグループです。キントラマル。彼らは、ではどこに所属するん

だと。近海かつおではない。では今回、かつお・まぐろ漁業に所属すると思うんですよね。

彼らは今、水揚げが、９月18日から現在まで、どこの枠を使っているか分からない漁獲を

しております。今、私の手元にあるのは岩手の久慈で3.3トン、函館沖1.4トン、八戸沖

90.6トン、六ヶ所沖4.9トン、合計100トンです。９月が1.6トン、10月が49.4トン、11月

が49.2トン。 
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 水産庁はこの数字を把握していると思いますが、この水揚げ方法、19トンのはえ縄の船

が岸壁に付いて、そこにトラックを横付けするんですよ。そして地元の仲買が入って伝票

を切っていっている、これ豊洲での数字ですよ。大臣許可の船であれば、水揚げするのは

指定港でなければ駄目なんです。オフィシャルな市場できちんと量っていないんですよ。

船から揚げて仲買の魚屋さんが「では何キロ」「何キロ」これは公式な数字でないのが今

100トンあるんです。これの出所ですよね。 

 あと、六ヶ所沖で4.9トン水揚げしています。これも指定港以外です。きちんとした市

場を通して、市場に手数料を支払うとか、それで公的な伝票が出るのであれば我々も信用

できます。それが全くされていない。 

 この100トン、これどこから調達してきたんでしょうか。かつお・まぐろからの枠にな

るのか、その辺が全然我々現場の漁業者には知らされていない状況です。 

○資源管理推進室長 いくつかポイントがあったと思いますので、順番にお答えしたいと

思います。 

 堀内委員から、近海かつお・まぐろに追加配分ですね、それに対して去年の状況を見て、

こういうところに、もうやめたらどうかという厳しい御意見があったことについては、私

も記憶しております。昨年秋の水政審だったと思います。そのときに堀内委員のほか、田

中部会長ですとか山内委員からも同じような意見がありまして、そのときに、もうＩＱに

しないと拙いのではないかといった御意見がありました。 

 そういったものを受けて、水産庁としてもこのままの状況を放置しては拙いということ

で、今管理年度については、まずは自主的なＩＱをやりましょうということで進めてまい

りました。残念ながら、一部の漁業者の皆さんについてはこの自主的なＩＱに取り組まな

い状況になっていまして、全体としては確かにうまくいっていないところがありますけれ

ども、一方で、大多数の漁業者の皆さん、近海まぐろはえ縄の漁業者の皆さんについては

自主的なＩＱに取り組むということで、今管理年度については、例えば４月、５月の途中

で追加配分後ももう枠がいっぱいになって、漁獲が止まるという状況は発生しておりませ

ん。 

 一方で、自主的な枠組みというところの限界ということで、先ほど取り組んでいらっし

ゃらない方もいるということですけれども、こちら、法的な拘束力を持った措置は我々も

取れないということで、ここはもう急いで法に基づくＩＱにせねばならないということで、

こちらも急ぎ足で、もう来年からは法に基づくＩＱだということで、１月１日から行うと
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いうことで準備を進めてきたところでございます。 

 こちらＩＱの管理については、当然いろいろな課題もございますけれども、そこは遵守

確保等、しっかり対応していきたいと考えております。 

 一方で、法に基づくＩＱに関する議論の中で、参考人からの御意見聴取もやっている中

で、個別割当になったときの枠の移転、要は漁船間の移転の問題も、先ほどおっしゃった

ように、参考人からの意見でございました。そこは所属する団体が異なれば、そういうと

ころから枠の移転が受けられないのではないか、不利ではないかといった御意見もありま

したけれども、ＩＱの下での漁獲年次割当量の移転については、ここの漁業者同士が合意

すれば、それは大臣の認可は要るわけですけれども、団体が介在してどうこうするという

ものではないですよ、という御説明を私からさせていただいたということでございます。 

 現状、今年の、自主的なＩＱをやりましょうという中で、一部の方々が自主的なＩＱに

取り組まずに獲っているという状況については、こちら、資源管理分科会でもこれまで何

回か御報告はしているところでございます。そういった中で、そういった方々がどの枠を

使っているのかということですけれども、今管理年度について言えば、これは４月から12

月のかつお・まぐろ漁業に割り当てられている配分ですね、こちら自主的なＩＱをやりま

しょうということにはなっていますが、制度上は総量の管理、いわゆるオリンピックでや

っておりますので、そういった中でこういう事態が生じているということでございます。 

 あと、報告がしっかりされているのか、おかしいのではないかということでございます

けれども、その点については、個別の事案について、ここでどうです、ああですというの

は取締り上の話ですので、ちょっと発言を控えたいと思いますけれども、一般論として言

えば、いろいろなところから、違反なり何なりの疑義情報が水産庁に入れば、そこは水産

庁の中で、できるところまで調査して、その結果を受けて、しかるべき対応を取る。一般

論として、そういう対応をするということでございます。 

○齋藤委員 齋藤ですけれども、発言よろしいですか。 

○田中部会長 ちょっとお待ちください。かつお・まぐろ漁業室長が発言しますので。 

○かつお・まぐろ漁業室長 かつお・まぐろ漁業室長でございます。 

 今、ほぼ魚谷室長から回答した追加ですけれども、今、魚谷室長からデータの提出に関

してそういう言い方をされましたけれども、いわゆるキントラグループ、我々は員外船、

近かつ協員外船などという呼び方をしていますけれども、きちっとした報告は都度上げて

きていて、我々は把握しています。 
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 それから、堀内委員からあった指定港という話ですけれども、確かに大西洋くろまぐろ

とみなみまぐろに関しては、指定港を６港指定して、そこで揚げなさいということをやっ

ていますけれども、生鮮の近海かつお・まぐろに関しては決めた港で揚げろということは

していませんので、一応自由に揚げられるということで、データも我々としてはしっかり

把握している。 

 したがって、今、室長からあったとおり、当然、今、かつお・まぐろ漁業の枠内で、オ

リンピックの中でやっているのでこういう状況になっていますけれども、今、積み上がっ

ていまして、漁場移動勧告、採捕停止といった流れは当然、それで漁獲を止めるというの

はありますので、野放図に枠を超えて獲っているわけではないことは御理解いただきたい

と思います。 

○齋藤委員 齋藤でございます。 

 私は今、団体名まで挙げて議論されておりますけれども、近かつを代表する意見という

ことで述べさせてもらいたいと思います。 

 基本的に、令和４管理年度以降のくろまぐろの漁獲可能量の配分の考え方、まだ具体的

なトン数は分からないわけでありますけれども、配分の考え方についてはおおむね同意す

るという考え方でございます。 

 また、誤解があるやに思いますので、データのための追加の配分は今回、沿岸漁業区分

のひき縄のみにする、この点も了解するところであります。ただ、だからといってデータ

の提供を行わないということではなく、今までどおりデータの提供は行ってまいりたい、

そう思います。今回の増枠、それから今後のＲＭＦＯにおける増枠にもそのことが貢献で

きるであろうという思いを持って、データの提供は続けたいと思います。 

 それから今、話題になっている、いわゆる特異グループですよね。キントラグループの

ことは我々も大変懸念を持っております。といいますのも、私どもは全国近海かつお・ま

ぐろ漁業者協会団体の内部で、公的ＩＱに先立って自主的な管理に今年、取り組んでおり

ます。彼らは全くその枠組みから、員外となりますのでその枠の外で、言わば勝手なとい

うか、そういった操業が今、行われていると思われるのは、ただいまの堀内委員様の発言

のとおりかと思います。非常に懸念を持って見ております。 

 この辺はなかなか我々団体では関与できないといいますか、コントロールできない部分

がありますので、国の方にこれはよく見てもらいたい、そのように考えております。 

 取りあえず、以上でございます。 
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○堀内委員 お話を伺って、私も理解してきました。 

 私ども、このくろまぐろ部会、私は今、近かつを叩いているわけではないんです。私ど

もくろまぐろ部会は大中まき網、近かつ、沿岸漁業、こういった全部の漁業者がきちんと

話合いをして調和を取ってみんなで増枠していく。近かつに対しての増枠は反対ではない

んです。増枠をきちんとしたいので、数量を出していただきたい。それにキントラが絡ん

でいる。 

 我々、増枠したデータ取りのための400トン、要はこれをキントラが使っているわけで

すよね。そういう、数量の中には収まっているかもしれないが、法律的な問題がなくても

道義的にはどうなんでしょうと。我々は、この水政審の場には調和のために集まっている

んです。ですので近かつを叩いているわけではないということで、私からの発言は以上に

いたします。 

○田中部会長 魚谷室長、何かありますか。 

○資源管理推進室長 具体的な配分については、繰り返しになるんですけれども、小型魚

から大型魚への振替がどの程度までいけるのかというところも踏まえて、具体的な配分案

を作って次回の分科会、12月中旬になるかと思いますけれども、そちらへしっかり諮問し

て、そこでお認めいただくという手続を取るということでございます。 

 あと、現状のかつお・まぐろ漁業の採捕の状況を踏まえて、来年ということですけれど

も、来年については、これも繰り返しになりますが、法に基づくＩＱということで一船一

船どこまで獲れますというのが明確になりますので、当然それを遵守することもいろいろ

な課題はあるわけですけれども、そこでしっかり管理するということで、野放図に、割り

当てられた数量を超過して獲れるような状況にならないように、水産庁としてもしっかり

取締りなり、遵守確保、対応して、今年のような状況が起きないようにしたいと考えてい

るところでございます。 

○田中部会長 よろしいでしょうか。 

 堀内委員の懸念は、やはりクリアになっていないということと、公平さというか平等性

の担保というか、そういうことをちゃんとやってほしいと。パッと見、これを見るとすご

く近かつ優遇し過ぎではないかと、これだけ見るとそう見えますよね。多分、皆さんそう

思ったと思うんですけれども。だから、必ずも優遇しているわけではなくて、公平にやっ

た結果こうなっていますということで、そのためにちゃんとデータも公表してほしいとい

うことではないんですけれども。 
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 それから、今後の運用ですかね。野放図に渡すわけではないという話をされていました

けれども、その辺も公約として入れてほしいというか、できればこの文言のどこかに、ど

こかで審議の上といったことが入っていると納得しやすいというか、説明しやすいんだと

思うんですね。「増枠する場合には○○で審議の上」とか。勝手に渡すわけではなくて、

例えば水政審で１回審議した上でとか。そういう感じでないと何かね、皆さんマグロの枠

は欲しいでしょうから、「はい、そうです」とはなかなか言ってもらえないような気がし

ますけれども。 

 よろしいですか。 

○資源管理推進室長 ＴＡＣの設定と配分について、行うときはあらかじめ水政審への諮

問というのは法定となっておりますので、それはここにあえて書かなくても、しっかり案

を、具体的には資源管理分科会ですけれども、お示しして、御意見を頂いた上で設定する

ということでございます。実際、更にＩＱの管理については、これも繰り返しになります

が、課題は多いですけれども、可能な限り遵守が担保されるようにしっかりやりたいと考

えております。 

○田中部会長 にございますでしょうか。 

○木村委員 少し今のに関連しますが、わざわざ「近海」という言葉を今回使っています。

これは何か、堀内委員から御質問があったようなことを考えた上でわざわざ「近海」とい

う言葉を使っているのでしょうか。 

○資源管理推進室長 「近海」を取った理由は、漁業法が改正されるに当たって、大臣許

可漁業の区分というんでしょうか、それが、これまで「近海かつお・まぐろ漁業」と「遠

洋かつお・まぐろ漁業」に分かれていたわけですけれども、大臣許可漁業の種類としては

「かつお・まぐろ漁業」に一本化されたという制度上の変更を踏まえて修正しているもの

であって、特に今回、意図するところがあって取っているものではございません。 

 一方で、管理区分を、結果、くろまぐろを獲る者については、実質的な近海のまぐろは

え縄とそれ以外があるわけですけれども、それについては管理区分を設定するときに、Ｉ

Ｑで管理する、いわゆる近海まぐろはえ縄の部分とそれ以外については、しっかり定義を

して、対象を区切って設定することになっております。 

○木村委員 では、「近海」そのものにはあまり意味がないというか、変えるのは法律上

の問題で、たまたまそういう区分がなくなったからということだけなんでしょうか。 

 でも、今のお話を聞いていると、いろいろとこれは何か理由があるのではないかという
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ことにもなるので、きちんとした説明が必要と思います。慌てて作られているような点が

あり、資料２－２の中では「近海」がかなり残っていますね。資料２－２には「近海」と

いう言葉がかなり残っていて、一番すぐに分かるのは、表の部分等では残っています。

「近海かつお・まぐろ漁業等」という形のところ等が残っているので、そのような法整備

の中から出ているのであれば、この資料もきちんと整合性を持って直した方がいいかと思

います。 

○資源管理推進室長 この表の中等は、制度が変わる前の時点のカテゴリーでこうでした

よということを言っていて、一応使い分けているつもりではございますけれども、再度全

体を精査して、「かつお・まぐろ漁業」にすべき部分については「かつお・まぐろ漁業」

とするし、過去の時点の話をしているところについては過去のカテゴリー「近海かつお・

まぐろ漁業等」で書くという形で、もう一度精査はしたいと思います。 

○木村委員 その方がいいかと思います。それはきちんと「いつからいつまでの区分で、

こうやったらこうなる」というようにしておかないと混乱が生じますので。 

 もう１つは、今のお話を聞いていて、違法だったら取り締まれる、けれども脱法だった

ら非常に難しい。それからモラルの問題だったらどうするのかというのがあって、一番

初にある背景という節は、そのようなことがきちんと書かれているところなのかと思いま

す。やはり資源を皆さんがきちんと管理をしていきましょうというような、少し情緒的で

すけれども、法律ではないことも入れて、漁業者の皆さんの共通の理解をこの中に改めて

入れておくことは一定の歯止めになるという気が私はするので、もし可能であれば御検討

ください。 

○田中部会長 では、一応承ったということで。 

○川辺委員 ２つお伺いしたいことがあります。 

 １つは、今、堀内委員の話題になったところと近いんですけれども、資料２－１の８ペ

ージで、資源評価に用いるデータの収集への配慮とございますが、（１）では手当てされ

ないアに対しては上乗せ配分すると。一部地域のひき縄漁業ですね。これはどれぐらいの

量になるのか教えていただければと思います。 

 もう１つ、その下に、ＩＱによる漁業管理をするということで、かつお・まぐろ漁業は

上乗せしないよ、追加配分しないよということなんですけれども、ＩＱで分けた後の、そ

の団体の中での配分の仕方までは把握はされないものなんでしょうか。つまり、団体さん

に分けた後でＩＴＱになっている部分もあるのではないかと思うんですけれども、そのあ
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たりはいかがなものでしょうか。 

○資源管理推進室長 ２点目からお答えします。 

 ＩＱですね、こちら団体に配分するという手続はございません。かつお・まぐろ漁業の

管理区分から、直接割当割合、何％ですというのを設定して、それに基づいて個別の漁船

にダイレクトに配分されます。ですのでそれを移転する場合も、先ほどの説明でもちょっ

と言及しましたけれども、船と船の間で、漁業者さん同士で、何トンあげるよ、何トンも

らうよ、というのが合意されれば、それは、大臣の認可は必要になりますけれども、団体

が介在することなく移転するということでございます。 

 個別の船ごとの枠がどれだけあって、どういう移転があってというものについては、割

当ての原簿を水産庁で作成して、こちらホームページ上に公表しているものでございます

ので、それは、それぞれの船が 初に何トン割り当てられて、何トン人に譲った、あるい

はもらったというのが追えるようにはなっているということでございます。 

 あと１点目、令和３管理年度で言いますと、ひき縄関係での上乗せということでは、

24.1トンの配分をしているという規模感でございます。 

○川辺委員 団体というのは私の間違いで、例えば近海─は取れたという話ですけれど

も、かつお・まぐろ漁業で配分されたときは、直に水産庁で管理されるということですね。

了解しました。ありがとうございます。 

○谷委員 発言の機会を与えていただきまして、ありがとうございます。 

 まず、水産庁の皆様のくろまぐろ国際交渉への御尽力に感謝申し上げます。あわせて12

月のＷＣＰＦＣ年次会合において今回の北小委員会の決定が合意されるよう、引き続き御

尽力を頂きますようお願い申し上げます。 

 私ども、大中型まき網業界としましては、小型魚の漁獲が資源に与える影響を認識する

とともに、できるだけ早く資源が復活し、余裕のあるＴＡＣの中でくろまぐろを漁獲でき

ることを願っておるところでございます。 

 それから、水産庁から説明のあったとおり、大中型まき網漁業は、これまで小型魚枠の

一部を留保枠へ拠出する等の協力をしてきたところです。加えまして、前回の部会で振替

係数1.47倍のメリットを享受するため、日本全体で400トン以上の小型魚から大型魚への

シフトを目指す方針が示されたことを受けまして、大中型まき網業界といたしましても真

摯に検討を行い、300トン程度の小型魚から大型魚へのシフトを行う用意があることを申

し上げます。 
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 先ほどから話題になっております今の水産政策の考え方からちょっと今、外れている事

業者がいるということでございましたが、まずは水産庁のこの考え方の底支えを私どもが

することによって、全ての漁業者と一緒に資源管理をしていくんだというモチベーション

をしっかりと固めるといいますか、そういったところにも協力という形で反映できればと

思っているところでございます。 

 来年度のくろまぐろの配分に当たりましては、このような大中型まき網漁業の努力も酌

んでいただければ幸いに思うところでございます。 

○田中部会長 ありがとうございました。 

 300トン御協力いただけるということで、ありがとうございます。 

○三浦委員 全漁連の三浦です。 

 今回、資料３が出てきたので私からも発言させていただきますが、欧米では全体的な配

分の考え方として、資源への影響の少ない沿岸漁業や小型漁船漁業に対して一定の配慮が

されており、例えばノルウェーだとＩＱ制度、彼らはＩＶＱと言っていますけれども、こ

の制度を導入するに当たりまして、全長が大体11メートル未満の船は過去の実績の100％

分の漁獲枠が配分されます。しかしながら、資源に対する影響が大きい全長27.5メートル

以上の船は、過去の実績の約50％分の漁獲枠しか配分されません。 

 そういう沿岸への配慮も行いつつ、資源が悪化し、更にＴＡＣの枠が大幅に減少すると

いったことがあった場合は、沿岸漁業の漁獲枠の削減率を軽減する。こういった措置をし

ながら様々な形で地域を支えてきたり、そして地域に根ざしている沿岸漁業への配慮が行

われていると聞いています。こうした考え方には、ノルウェーの漁業制度の伝統的な沿岸

漁業を尊重するといった考え方が反映されているとも言われています。 

 そうした中で、日本においては多くの魚種において、漁獲量ベースで配分されている中、

やはり日本でこそ来遊した資源を獲っている沿岸漁業に対してこのような考え方、沿岸漁

業への傾斜配分の考え方が、あってしかるべきではないのかなと私自身は思っております。 

○田中部会長 これは水産庁からお答えを。 

○資源管理推進室長 御意見ありがとうございます。 

 沿岸漁業への配慮ということでございますけれども、先ほど申し上げたように、小型魚

については留保を減らすことによって沿岸漁業への配分を行う。小型魚、今回、国の枠と

しては増えないわけですけれども、そういう配慮を行いますということでございますし、

そもそも現行の配分の考え方も、未利用分の繰越し等においても小型魚は沿岸漁業、大型
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魚については沿岸漁業とくろまぐろ漁業を優先して配分することが書かれておりまして、

それについてはそのまま維持するということです。 

 一方で、大型魚については沿岸漁業とかつお・まぐろ漁業を優先してとありますけれど

も、先ほどの説明の中で言及しましたとおり、今回、かつお・まぐろ漁業について基準年

ベースの配分に戻すということで、データ収集のための上乗せ追加は基本的に行いません

よと申し上げましたので、この大型魚についても沿岸の方に厚く配分される、優先して配

分されるということで、御意見に沿う形での考え方になっていると考えているところでご

ざいます。 

○田中部会長 全く実績ベースではない、傾斜はついているということですね。 

 三浦委員、よろしいでしょうか。 

○三浦委員 傾斜があるといっても、それが当初配分から形として表れているわけではな

く、皆さんとこういった配分の話合いの中で行われているということですよね。、私もこ

の資料３が出てこなければこういった話を言おうとは思っていませんでしたが、まき網さ

んだけがこうやって資料３のように削減しているんだと主張するのではなく、欧米等では

前提として５割ぐらい削減している。そうして資源が枯渇した主な原因がどこに起因して

いるかを見ながら傾斜配分を考えている。世界では、そういった資源管理をしているとい

うことを念頭に置きながら配分しないと、沿岸漁業の方がお情けでまき網から配分しても

らっているみたいな言い方はちょっと違うのではないかと思ったので、言わせていただき

ました。 

○田中部会長 ほかにございますでしょうか。 

○木村委員 今、小型魚の話が出ましたが、この文章中にも、資源の保全という観点から

このようなことをやっているという記載がありますが、大型魚の、例えば産卵親魚の保全

については、水産庁では何かアイデアがあってやっておられるんでしょうか。 

○資源管理推進室長 産卵親魚について特にというのは、これまでも講じてきておりませ

んで、30キロ以上の大型魚の枠としてしっかりやっていただくということでございます。 

 ちなみに、日本海の大中型まき網による大型魚のＴＡＣ管理についても、前回の資源管

理分科会で諮問させていただいたとおり、ＩＱの管理を行うことになっておりますので、

引き続きそういった管理についてもしっかり対応していくという考え方でございます。 

○木村委員 東シナ海の産卵は５月、６月で、ピンポイントな産卵時期なので、そのよう

な時期に漁業をちょっと制限するだけでも産卵資源の維持に役立つのではないかと思い、
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小型魚でも資源の維持管理をやっていく、大型魚でも具体的にやっていくというアイデア

があってもいいのかなと思って発言させていただきました。 

○田中部会長 よろしいですか。御意見を承ったということで。 

 産卵という意味では、小型魚を獲ること自体が産卵機会を与えないという致命的な漁獲

になっているので、そこが９割をずっと超えているので、くろまぐろの場合はそちらをま

ず抑えた方がかなり効果的だと思われますけれども。 

 ほかに、よろしいでしょうか。 

 それでは、いろいろ意見が出まして、もうちょっと資料を精査するということで、くろ

まぐろの漁獲可能量の配分の考え方については若干資料を追加修正の上、原案どおりお認

めいただいたということでよろしいでしょうか。少なくとも統計については添付資料とし

てちゃんと付けるということで。 

○資源管理部長 資源管理部長の藤田でございます。いろいろ意見を頂きまして、ありが

とうございます。 

 まず、先ほど三浦委員から頂きました資源の増減に対する責任につきましては、過去の

くろまぐろ部会でも相当議論になりまして、資料２－２の３ページの（３）にいろいろそ

の議論の経過が書いてございます。 

 木村委員からございました産卵親魚の漁獲に関しましても、４ページの③に今に至った

考え方が記載されておりまして、正しくこれまでに議論をしてきた、そういうものを踏ま

えた形で現在の形ができているということは御理解いただけると有り難いと思います。 

 それと、いくつかありました「近かつ」という言葉につきましては、実は、先ほど説明

ありましたように、「近海かつお・まぐろ漁業」という漁業種類を表す場合と協会さんを

表す場合と、若干用語をうまく使い分けしないと皆様方に誤解を与える部分があるという

ことだろうと思います。その点はちょっと注意いたしまして、これから出す資料につきま

しては、例えば注意書きを加えるとか、分かりやすい形にしたいと思います。 

 あと、谷委員からありましたように、いろいろ調整の形で各業界として資源管理に努力

していただけることにつきましては、大変有り難い話でございまして、これまでも、くろ

まぐろのいろいろな県との融通みたいなものが進んできたのも、これは沿岸漁業者の方も

いろいろ努力をされて、いかに枠を守るか、限られた枠を有効に使うかということで進ん

できた結果だと思っておりますので、大中型まき網だけが何かやってきた、そういう認識

ではなくて、みんなでやってきたという認識でございます。 
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 あと、三浦委員からございました配分比率の問題に関しましては、恐らくこのくろまぐ

ろだけではなくて、いろいろな資源がものすごく増えたり、ものすごく減ったりするとき

に、どのようにその配分比率を考えるか、そういう基本的な疑問を投げ掛けていただいた

んだろうと思っております。そのあたりはしっかり漁業種類ですとか資源の状況ですとか、

そのときそのときの正しく漁場形成というんですかね、そういったものもいろいろ御意見

を伺いながら、どういう形でやるかをしっかり水政審なりで議論を頂きながら前へ進んで

いきたいと思います。 

 くろまぐろの管理に関しましては、いつも、何といいますか、新しい問題が次から次へ

と出てくるものですから、皆様方に非常に御苦労をお掛けしているんだと思います。我々

の方もしっかり向き合って、少しでも資源管理がちゃんと進むように、漁獲の管理も含め

まして努力いたしたいと思っておりますので、引き続き御理解いただけると幸いに存じま

す。 

 よろしくお願いします。 

○田中部会長 ありがとうございました。 

 それでは、よろしいでしょうか。ただし、これは先ほど来お話がありますように、ＷＣ

ＰＦＣの年次会合で承認されたという前提付なんですけれども。 

 よろしいですか。 

 それでは、添付資料を一部修正するということで、原案どおり承認されたということに

させていただきます。 

 なお、細かい字句の修正、軽微な変更等については部会長の私に御一任いただきたいと

思いますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、一応ここでこれに関する審議は終わりにしまして、今後の進め方について事

務局から説明をお願いします。 

○資源管理推進室長 本日は、くろまぐろの漁獲可能量の配分の考え方の一部改正案につ

いて御議論いただきました。今後の手続として、この改正案については来月上旬のＷＣＰ

ＦＣ年次会合において大型魚の漁獲枠増枠等の措置が決定された場合には、くろまぐろ部

会の運営規則第２条に基づきまして、来月中旬に開催を予定しております資源管理分科会

に報告して、分科会の議決を頂くこととしたいと考えております。 

 その資源管理分科会では、この改正後の配分の考え方に基づく令和４管理年度のくろま

ぐろ漁獲可能量の当初配分案についても併せて諮問を行うこととなります。 
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 審議会に諮問する当初配分の案につきましては、あらかじめ関係者に説明し、意見を聴

取するということで、ＴＡＣ設定に関する意見交換会を開催することとしております。意

見交換会の開催日程、場所等については、追って農林水産省のホームページで公表する予

定でございます。 

 私からは、以上でございます。 

○田中部会長 ありがとうございました。 

 次に、議題（２）その他ですが、事務局からは特にないとのことです。 

 皆様から何か御発言ございますでしょうか。 

○堀内委員 またさっきのキントラの話になってしまうんですけれども、今、現場では非

常に、青森の方では混乱しています。キントラグループが100トン、２億円ぐらい水揚げ

しているんですが、彼らは岸壁にトラックを横付けして、そのまま豊洲に走ってしまうん

ですよね。豊洲の評価はいいんです。鮮度がいいと。物は細くてあれだけれども、鮮度が

いいと。 

 要は私たちが危惧しているのは、きちんと管理されていない船で獲ったマグロが豊洲の

市場に行って、評価がいい。一部新聞にも出ています。ですから、そういうところはきち

んとマスコミ対応というか、なかなか難しいとは思いますが、彼らが２億円水揚げするこ

とによって、青森の海峡のマグロの漁はどうしても値段が下がってしまいます。そういう

こともあるんだと、きちんとＩＱ管理されていない船が漁獲することによって、地元の青

森の海峡のマグロの値段が下がっている。これは地域の各組合長さんたちから非常に強い

声が出ております。 

 今のところキントラとは、漁師同士がけんかしているとか船をぶつけているとか、そう

いう事案はありませんが、海峡にも入っていくんですよね、彼ら。海峡に入っていって地

元の船に囲まれています。いつ事故等が起こるか大変危惧しています。ですので青森の地

元としては、金額面もあるしそういう事故、災害の危険性もあるということで、あまりよ

い……、ほぼ悪い評判しか聞こえてこないです、キントラに関しては。それを買っている

豊洲の荷受けもどうなんだという話まで青森の方では出ております。 

 是非、今漁期の100トンの水揚げをこれは換算しないで、次期のＩＱ管理に関しては、

これは除いていただきたい。今の100トンを彼らの実績で次のＩＱにやると同じトン数漁

獲できるので、また来年、来ますよ、八戸沖とか岩手、北海道に。その辺だけはきちんと

対応していただきたいと思います。 
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○田中部会長 要望があったということですが。 

○資源管理推進室長 来年からのＩＱの管理ですけれども、割当割合、要は配分の基とな

る割合については２年間有効。今年設定をして来年、再来年と２年間有効となっておりま

す。ですので、２年後にまた割当割合の見直しをすることになっております。 

 現状の割当割合の設定基準については、基本的には７割を実績割、３割を均等割という

形で組み合わせての基準となっておりますけれども、今年の漁獲の状況が、自主的なＩＱ

をやりましょうという中で、やっている人とやっていない人がいて、公平な積み上がりに

なっていませんねという問題点については我々として認識しておりまして、２年後、割当

割合の見直しをするときに、今年の漁獲実績をどう取り扱うかについては、今年の漁期が

終わった後に結果の中身を精査して、来管理年度中には結論を出すということは、以前の

資源管理分科会でも御説明しておりますので、これについてはそのとおり、漁期終了後、

どういう漁獲の実績、結果になったかをしっかり見た上で、その取扱いをどうするか検討

して結論を出したいということでございます。 

○田中部会長 堀内委員が言われた流通の問題は、資源管理分科会の方でもトレーサビリ

ティということで要望が出ているところなので、それも含めて将来、御検討いただければ。

違法な流通を取り締まるという意味で御検討いただければと思います。 

 あと、齋藤委員から発言の希望があるようですが。 

○齋藤委員 一言ですけれども、ただいまの御発言に全面的に賛同するものでございます。 

 私ども近かつの管理の中で、現在、公的ではないわけですけれども、実質的なＩＱの管

理をやっているわけですけれども、現在、おおむね５割程度の漁獲になっております。た

だ、このキントラグループの漁獲を入れ込むと、もう年末まで操業ができないおそれがあ

る。漁獲を止めなければならない。そういったグループのために我々の船も操業を止めな

ければいけない、そういった懸念が広がっております。 

 これは一刻も早く、我々もＩＱ、１隻当たりにするとごく僅かなトン数で、ある意味、

操業上の拘束を受けることになるんですけれども、あえて、一刻も早くＩＱによって法的

な管理をやってもらいたい、そう申し上げて終わりといたしたいと思います。 

○田中部会長 要望を承ったということでよろしいですか。ありがとうございます。 

○木村委員 今のはとても重要な問題で、今、いわゆるオンタイムで走っている問題で、

その100トンが入るのか入らないのかは、今、水産庁から見解を頂いた方がよろしいので

はないですか。そういう問題ではないんでしょうか。 
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○資源管理推進室長 今年設定するＩＱの割当割合の設定については、直近３年の実績を

使うわけですけれども、今年は現時点でまだ終わっていないわけですので、１年空いた直

近３年となります。ですので、来年の割当割合を計算する際には今年のデータは使わない、

要は去年から直近３年分となります。 

 ですので、２年後に見直すときにそれがスライドして今年のデータが対象には入ってく

るんですけれども、そのときに、そういう現状を踏まえて、それをどう扱うかについては

今管理年度が終わった後に中身を見て決めるという形でございます。ですので、いずれに

しても来年には響かないことははっきりしている。 

○木村委員 では、２年ぐらいの間に検討する余地がまだ残っているということでよろし

いですよね。 

○資源管理推進室長 ２年間あるんですけれども、だらだらと検討するわけではなくて、

今年終わったら、来管理年度中には結論を出すということで、これは基本方針の別紙にも

書かせていただいておりますので、それは速やかに検討して取扱いを決めますという方針

になっております。 

○木村委員 よく分かりました。 

○田中部会長 こういうＩＱなり何なりが始まるときには、日本だけではなく、実績稼ぎ

のために急に獲りに行ったりするケースがあるので、そこはちょっと考えなければいけな

いということだと思います。 

 ほかよろしいでしょうか。ウェブ参加の方もよろしいですか。 

 特段意見がないということですので、以上をもちまして本日予定しておりました議事は

全て終了いたしました。 

 これをもちまして本日のくろまぐろ部会を終わらせていただきます。 

 御協力ありがとうございました。 

午前１１時４１分 閉会 


